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 ＊印は運用又は注を表す。 

 
 

焼津市開発許可指導基準 

                                            平成１ ２年３月３ １日 

                                       焼 津市告示 第７１号  

             改正 平成23年 ３月31日焼 津市告示第 117号 

             改正 平成24年 ８月31日焼 津市告示第 270号 

             改正 平成25年 ３月28日焼 津市告示第 96号 

             改正 平成2６年2月12日焼 津市告示第 24号 

             改正 平成28年 ２月29日焼 津市告示第 34号 

             改正 令和７年 ３月24日焼 津市告示第 67号 

 

第１章 総 則 

第１ 目 的 
 

 こ の 基 準 は 焼 津 市 にお け る 開 発許 可 制 度の 運 用 に 関し 必 要 な指 導 基 準 を 定め 、 無 秩

序 な 開 発 を 抑 止 し 、 開 発 行 為 に お け る 一 定 水 準 の 秩 序 を 確 保 し 、 均 衡 あ る 市 域 の 発 展

を 図る こと を 目的と す る。 開発許可 制度 の技 術上 の指 導に 関し て は 、法 令その他国 又は

県の定め る 基準によるほ か、 本技術基 準による ものと する。 
 
 

第２ 適用範囲 
 
 こ の 基 準 は 、 焼 津 市 に お け る 開 発 行 為 で 都 市 計 画 法 （ 昭 和 43年 法 律 第 100号 。 以 下

「法」 と いう 。）第29条の規定に基づく許 可を要する 行為につい て適用する 。 

 

＊  市 街 化 調 整 区 域 に お け る 建 築 等 の 許 可 （ 法 第 43条 の 許 可 ） に つ い て は 本 基 準 に 準

じ て 取り扱 う 。 
 
 

第３ 事前の調査 
 

 開 発 行 為 を 行 お う と す る 者 （ 以 下 「 事 業 施 行 者 」 と い う 。 ） は 、 開 発 行 為 を 行 お う と し て

い る 土 地 （ 以 下 「 開 発 区 域 」 と い う 。 ） に つ い て 、 事 前 に 土 地 の 権 利 関 係 、 周 辺 の 状 況 、

形 状 そ の 他 物 理 的 条 件 、 及 び 法 律 そ の 他 開 発 行 為 を 制 約 す る 事 項 に つ い て 調 査 し な

け れ ばなら ない 。 
 
 

第４ 関係住民等への説明 
 

 事 業 施 行 者 は 、 当 該 開 発 行 為 が 開 発 区 域 周 辺 の 自 然 及 び 生 活 環 境 に 影 響 を 及 ぼ す

お そ れ が あ る も の で あ る と き は 、 周 辺 住 民 、 水 利 権 者 そ の 他 関 係 者 に 当 該 事 業 計 画 に

つ い て 十分 な 説 明を し 、 そ の理 解を 得 た上で 事 業 を 施行 す る よ う 努め な けれ ば な ら な い 。

こ の 場 合 、 市 長 が そ の 説 明 経 過 の 報 告 を 求 め た 場 合 に は 、 事 業 施 行 者 は 、 そ の 経 過 を

報告し なけれ ばな らない 。  
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第２ 住宅地開発における住区の構成 
 

  住宅地を開発するに当たっては、居住する人々が健康的で住み心地が良い環境を整備するよう

努めること。開発行為においては住区を中心に計画することを標準とするが、開発の規模が一住区

に満たない場合には、実状に応じて区域全体を機能的に計画しなければならない。 

 

＊ 標準的な住区 → 第８節 公益施設の整備基準 

 

第３ 街区計画 
 
 街区の大きさは、予定建築物の用途並びに敷地の規模及び配置を考慮して定めるものとし、住宅

地にあっては長辺80ｍ～120ｍ、短辺30ｍ～50ｍを標準とする。 

＊ 各区画の配置は日照を考慮して定めること。（南側が道路等の公共用地でない場合には南北

方向を長辺とすることが望ましい。） 

 

２ 戸建住宅地の街区を形成する宅地の敷地面積は、次の表のとおりとする。 

区域の種類 一区画の面

積（㎡） 

市

街

化

区

域 

焼津市立地適正化計画における住まい

るエリア（都市再生特別措置法（平成14

年法律第22号）第81条第２項第２号に

規定する居住誘導区域をいう。） 

建築物の敷地面積の最

低限度の定められている

区域 

165㎡以上 

その他の区域 135㎡以上 

焼津市立地適正化計画における住まいるエリア外 165㎡以上 

市街化調整区域 おおむね200

㎡以上 

              

＊ 各区画の形は実質的に利用できる区域を原則として長方形とし、その長辺を短辺の２倍以内と

すること。 

＊ 市街化調整区域における一区画の面積は、原則として全区画数の60％が200㎡以上、最小の

区画が165㎡以上となるよう設計すること。 

＊ 上記については、既存の宅地を開発区域に取り込む場合であって、既存の区画の変更が困難

であると認められる場合、その他区画の大きさが上記基準に達しないことについて、やむを得ないも

のと認められる特別の事情がある場合にはこの限りでない。 

   

＊ 開発の規模が１街区を構成するに至らない開発行為においては、開発区域を含めた周辺の街

区の現状を考慮した道路配置とすること。 

 

第４ 建築協定等への協力 

 住宅団地の開発については、建築協定及び緑化協定等の締結に積極的に努めること。  

                           

第５ 地盤の高さ 

 造成地盤の高さは接する道路の高さに10ｃｍ加えた高さを標準とする。 

＊ 地盤の高さを上記より上げる場合には周辺の土地利用に配慮すること。 

＊ 地盤の高さは原則として道路より下げないこと。 

＊ ２以上の道路に接続する場合には原則として主たる出入り口を設ける道路を基準とすること。 











第２の２　　小規模開発行為における特例

を設置することができるものとする。

　あるものを含む。

　て同じ。）にあっては、この各区画の接する道路の幅員を４ｍ以上とする。

(2) （１）以外の住宅地開発にあっては原則として道路の幅員を５ｍ以上とする。

(3) 住宅地以外の開発行為にあっては通行に支障無い幅員が確保されていること。

(4) 各区画の利用者は当該道路の使用について所有権その他の権原を取得していること。

(5) 管理方法が協定等により明確にされていること。

＊　道路の構造は第１の基準によること。

＊　接続する道路に付いては第５の基準が適用されること。

＊　第３、第４の基準は適用しない。

第５の道路

住宅地の開発では延長が３５ｍ以下で、かつ区画数が４以
下のときは４ｍ以上、５以上のときは原則として５ｍ以上

第３　　小幅員区画道路の計画基準

　すときは、幅員を５ｍ以上とすることができるものとする。
　(1) 新設する道路は既存の幅員６ｍ以上の道路（道路拡幅し幅員６ｍ以上となるもの

を含む。）に接続すること。

　(2) 原則として幹線道路に接続していないこと。

＊　幹線道路とは国道、県道、幅員12ｍ以上の市道のことをいう。

　(3) 通行上支障となる施設（道路施設を除く。）を有効幅員内に設けないこと。

　(4) 延長が120ｍ以下であること。

　(5) 袋路状である場合は、第４階段状道路・袋路状道路の基準を満たすこと。

　局長通達）に適合するものは４ｍ以上。

＊ 「小幅員区画道路の計画基準（案）」（昭和61年４月11日建設省経宅発第38号。建設省経済

令第25条第２号

予定建築物等の用途、予定建築物等の敷地の規模等に応じて、６メートル以上12メートル以下で

国土交通省令で定める幅員（小区間で通行上支障がない場合は、４メートル）以上の幅員の道路

が当該予定建築物等の敷地に接するように配置されていること。…以下略

開発区域の面積が１０００㎡未満の小規模な開発行為にあっては次により個人が管理する道路

＊ 既存の開発地を取り込んで開発を行う場合で、新たに造成を行う区域が１０００㎡未満であ

(1) 区画数が４以下の住宅地開発（共同住宅建設を目的とするものを除く。第2の2(2)におい

への出入りのほかには車の乗り入れが想定されない場合であり、新設する道路が次の基準を満
この規定の「小区間で通行上支障がない場合」とは、住宅地造成の場合で、道路に面する区画
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第３節　公園・緑地整備計画

第１　公園・緑地の確保

特に必要がないと認められる場合は、この限りでない。

法第33条第1項第2号

主として、自己の居住の用に供する住宅の建築の用に供する目的で行う開発行為以外の開発行為に

あつては、道路、公園、広場その他の公共の用に供する空地（消防に必要な水利が十分でない場合

に設置する消防の用に供する貯水施設を含む。）が、次に掲げる事項を勘案して、環境の保全上、災

害の防止上、通行の安全上又は事業活動の効率上支障がないような規模及び構造で適当に配置さ

れ、かつ、開発区域内の主要な道路が、開発区域外の相当規模の道路に接続するように設計が定め

られていること。この場合において、当該空地に関する都市計画が定められているときは、設計がこれ

に適合していること。

イ　開発区域の規模、形状及び周辺の状況

ロ　開発区域内の土地の地形及び地盤の性質

ハ　予定建築物等の用途

ニ　予定建築物等の敷地の規模及び配置

令第25条第6号

開発区域の面積が0.3ha以上5ha未満の開発行為にあつては、開発区域に、面積の合計が開発区域

の面積の3％以上の公園、緑地又は広場が設けられていること。ただし、開発区域の周辺に相当規模

の公園、緑地又は広場が存する場合、予定建築物等の用途が住宅以外のものであり、かつ、その敷

地が一である場合等開発区域の周辺の状況並びに予定建築物等の用途及び敷地の配置を勘案して

特に必要がないと認められる場合は、この限りでない。

令第25条第7号

開発区域の面積が5ha以上の開発行為にあつては、国土交通省令で定めるところにより、面積が1箇

所300㎡以上であり、かつ、その面積の合計が開発区域の面積の3％以上の公園（予定建築物等の用

途が住宅以外のものである場合は、公園、緑地又は広場）が設けられていること。

規則第21条

開発区域の面積が5ha以上の開発行為にあつては、次に定めるところにより、その利用者の有効な利

用が確保されるような位置に公園（予定建築物等の用途が住宅以外のものである場合は、公園、緑地

又は広場。以下この条において同じ。）を設けなければならない。

第1号  　公園の面積は、1箇所300㎡以上であり、かつ、その面積の合計が開発区域の面積の3％以

上であること。

第2号 　開発区域の面積が20ha未満の開発行為にあつてはその面積が1,000㎡以上の公園が1箇所

以上、開発区域の面積が20ha以上の開発行為にあつてはその面積が1,000㎡以上の公園が2箇所以

上であること。

る場合等、開発区域の周辺の状況並びに予定建築物等の用途及び敷地の配置を勘案して、

園等が存する場合、予定建築物等の用途が住宅以外のものであり、かつ、その敷地が一であ

広場（以下「公園等」という。）が設けられていること。ただし、開発区域周辺に相当規模の公

開発区域内には、その面積に応じて次に掲げる規模の公共施設としての公園、緑地又は
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　ある場合をいう。

　ると少なくとも１か所の面積を150㎡以上とすることが望ましい。

　区域の面積の３％以上の公園

第２　公園の構造等

　公園の施設の構造又は能力に関しては、次に掲げるところによるものとする。

　じて適切な配置計画が立てられていること。

　利用者の安全の確保を図るための措置が講じていること。

(4) 公園は広場、遊戯施設その他の施設が有効に配置できる形状であること。

(5) 公園には、雨水等を有効に排出するための適当な施設が設けられていること。

第３　緑地の整備

る条例施行規則（昭和51年焼津市規則第18号）によること。

　なお、住宅分譲地についても、生け垣による緑化・緑化協定の積極的な活用に努めること。

　は、開発区域（全域）を含む半径 800ｍの円内に面積が500㎡以上の公園等が

＊ 上記ただし書の「開発区域周辺に相当規模の公園等が存する場合」について

開発区域（全区域）の面積の ３％以上の公園等。防災、避難活動の見地からす

(1) 開発区域の面積が 0.3ha以上 ５ha未満の開発行為にあっては、面積の合計が

300㎡以上（そのうち l,000㎡以上の公園が1か所以上）、その面積の合計が開発

(2) 開発区域の面積が５ha以上20ha未満の開発行為にあっては、１か所の面積が

(1) 公園、緑地等は、住民の利便及び防災・避難活動に適するように開発規模に応

(2) 面積がl,000㎡以上の公園にあっては、２以上の出入口が配置されていること。

(3) 公園が自動車交通量の著しい道路等に接する場合は、さく又はへいの設置その他

開発面積（住宅分譲地を除く。）に対する緑地面積の割合は、原則として10％以上とする。

この他、焼津市みどりを育てる条例（昭和51年焼津市条例第26号）及び焼津市みどりを育て
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第１１節　宅地防災基準

第１　工法の検討等

第２　軟弱地盤に対する措置

第３　盛土による災害発生の防止

第４　がけ面の保護

　造成工事の設計にあたっては、原則として土質調査を実施し、その結果に基づき、適切な
工法を検討すること。設計の基準は、法に定めるもののほか宅地造成等規制法（昭和 36年
法律第 191号）、宅地造成等規制法施行令（昭和 37年政令第 16号）及び「宅地防災マニュ
アル」（平成１３年５月２４日国総民発第 ７号別添２）に定めるところによる。

　開発区域内に軟弱な地盤がある場合には、地盤の沈下又は開発区域外の地盤の隆起が
生じないように土の置換え、水抜きその他の措置を講ずること。

　盛土をする場合には、盛土に雨水その他の地表水の浸透によるゆるみ、沈下又は崩壊が
生じないように締固め等の措置を講ずること。

　開発行為によって生じたがけ面は、崩壊しないように、建設省令で定める基準により、擁壁
の設置、石張り、芝張り、モルタル吹付け等の措置を講ずること。

令和７年５月25日までの基準
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第１１節　宅地防災基準

第１　工法の検討等

第２　軟弱地盤に対する措置

第３　盛土による災害発生の防止

第４　がけ面の保護

　造成工事の設計に当たっては、原則として土質調査を実施し、その結果に基づき、適切な
工法を検討すること。設計の基準は、都市計画法に定めるもののほか宅地造成及び特定盛
土等規制法（昭和36年法律第191号）、宅地造成及び特定盛土等規制法施行令（昭和37年
政令第16号）、宅地造成及び特定盛土等規制法施行条例（令和６年静岡県条例第59号）、
宅地造成及び特定盛土等規制法施行細則（昭和39年静岡県規則第32号）及び盛土等防災
マニュアル（令和５年５月26日国官参宅第12号・５農振第650号・５林整治第244号別添５）に
定めるところによる。

　開発区域内に軟弱な地盤がある場合には、地盤の沈下又は開発区域外の地盤の隆起が
生じないように土の置換え、水抜きその他の措置を講ずること。

　盛土をする場合には、盛土に雨水その他の地表水の浸透によるゆるみ、沈下又は崩壊が
生じないように締固め等の措置を講ずること。

　開発行為によって生じたがけ面は、崩壊しないように、国土交通省令で定める基準により、
擁壁の設置、石張り、芝張り、モルタル吹付け等の措置を講ずること。

令和７年５月26日以降の基準
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第１２節　工事期間中の防災対策

第１　造成工事中の処置

じ必要な防災対策を行うこと。

　流出が無いように措置されていること。）

第２　交通・公害等の措置

対策を講ずること。

第４章　雑　則
　この基準に定めのない事項については、市長と協議すること。

　　　附　則

　この告示は、平成12年４月１日から施行する。

　　　附　則 （平成23年３月31日焼津市告示第117号）

　この告示は、平成23年４月１日から施行する。

　　　附　則 （平成24年８月31日焼津市告示第270号）

　この告示は、平成24年10月１日から施行する。

　　　附　則 （平成25年３月28日焼津市告示第96号）

　この告示は、平成25年４月１日から施行する。

　　　附　則 （平成26年２月12日焼津市告示第24号）

　(施行期日)

１　この告示は、平成26年４月１日から施行する。

　(経過措置)

　　　附　則 （平成28年２月29日焼津市告示第34号）

　この告示は、平成28年４月１日から施行する。

　　　附　則 （令和７年３月24日焼津市告示第67号）

　この告示は、令和７年４月１日から施行し、同日以後の開発行為許可申請から適用する。ただし、第３章
第11節第１及び第４の規定は、令和７年５月26日から施行し、同日以後の開発行為許可申請から適用す
る。

に整地工事中においては、排水施設の不完備、表土の露出、芝の未活着又は擁壁の未築造

造成工事中においては、集中豪雨、台風、通常の降雨等によって災害発生の危険が多く、特

区域周辺の砂じん飛散、騒音、振動等の対策について、あらかじめ、関係機関と協議の上、必要な

開発事業者は、使用する道路の指定、交通規制、安全対策、清掃対策及び使用する道路や開発

＊ 土砂流出防止のために必要な措置をとること。（工事完了後も土が安定するまでの期間土砂

のため、がけ崩れ、土砂流出等の災害が発生しやすい状態になるので、工事の進捗状況に応

２　平成26年７月31日以前の開発行為許可申請については、改正後の焼津市開発許可指導基準の規定
にかかわらず、改正前の焼津市開発許可指導基準の規定による排水施設であっても認めるものとする。
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